
 

1｜               ｜不動産投資レポート 2020 年 12 月 11 日｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

 
 

1――はじめに 

 

新型コロナウイルスの感染拡大以降、オルタナティブデータへの関心が高まっている。オルタナティ

ブデータとは、経済統計や財務情報などこれまで伝統的に活用されてきたデータ以外の非伝統的なデー

タの総称である。オルタナティブデータによって、頻度の高いデータや粒度の細かいデータをタイムリ

ーに取得できるため、「これまでより速報性・リアルタイム性の高い分析」や「これまで定量化されてこ

なかった定性的な情報を活用した分析」などが可能になる。コロナ禍によって不確実性が高い現在の不

動産市場においては、これまでの伝統的なデータとあわせて、オルタナティブデータの活用が期待され

る。そこで本稿では、新型コロナウイルス感染の第 3 波のさなかにある不動産市場の現状について、ホ

テル・商業施設セクターを中心1にオルタナティブデータをもとに確認したい（図表 1）2。 

 

 
1 宿泊・消費動向に関する経済指標と「ヒトの流れ」の相関は特に高い（井上祐介・川村健史・小寺信也（2019）「位置データを用い

た滞在人口の分析─働き方改革の進展─」経済財政分析ディスカッション・ペーパー 19-3） 
2 これまでの筆者によるオルタナティブデータを活用した不動産市場の分析は、以下のレポート参照。 

1. 佐久間誠 （2020）「オルタナティブデータで見る不動産市場（2020年 11月）－正常化へ向けて改善の動きが見られる宿泊･

消費動向」、不動産投資レポート、ニッセイ基礎研究所、2020年 11月 5日 

2. 佐久間誠 （2020）「オルタナティブデータで見るオフィス出社率の国別比較－日本は低い感染リスクを考慮してもオフィス出

社率が高い」、不動産投資レポート、ニッセイ基礎研究所、2020年 9月 30日 

3. 佐久間誠 （2020）「オルタナティブデータで見る新型コロナウイルスと人の移動－各都道府県の新型コロナ感染リスクと流動

人口の比較」、基礎研レポート、ニッセイ基礎研究所、2020年 9月 23日 

4. 佐久間誠 （2020）「オルタナティブデータから見たコロナ禍における宿泊業の現状－不動産市場分析におけるオルタナティ

ブデータの応用可能性(1)」、不動産投資レポート、ニッセイ基礎研究所、2020年 9月 15日 
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（出所）東洋経済オンライン「新型コロナウイルス 国内感染の状況」制作：荻原和樹<https://github.com/kaz-ogiwara/covid19> のデータ

をもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 1：日本の新型コロナウイルスの新規感染者数の推移（7 日移動平均） 
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2――コロナ感染再拡大が影を投げかける宿泊動向 

 

まず、内閣府が提供する V-RESAS3における観光予報プラットフォーム推進協議会のデータをもとに、

宿泊者数の推移を「家族」「夫婦・カップル」「一人」の宿泊者属性別に確認する（図表 2）。宿泊者数は、

緊急事態宣言が発令された後の 4 月第 2 週には「全体」で前年同期比▲94％となり、全ての宿泊者属性

が同様の水準にまで落ち込んだ。その後、5 月 25 日に緊急事態宣言が全国で解除されると、少人数の旅

行から順に改善に向かった。Go To トラベルが開始された後の 7 月 4 連休は「夫婦・カップル」が、8 月

のお盆シーズンは「一人」が、そして 9 月の 4 連休には「家族」が大きく改善し、Go To トラベルに東

京が含まれた 10 月は宿泊需要の回復が幅広いセグメントに広まった。 

一方、新型コロナウイルス感染の第 3 波が拡大した 11 月以降、宿泊業は再び向かい風を受けている。

政府は、札幌市と大阪市を目的地とする旅行を Go To トラベルから一時除外とし、出発に対して自粛を

要請した。また、高齢者等に対して東京都を出発・目的地とする旅行を自粛するよう要請した。V-RESAS

におけるヤフー・データソリューションのデータをもとに、検索サイトにおける「旅行・観光」に関す

る検索トレンド（検索数）を確認すると、10 月第 4 週をピークに旅行に対する関心が低下しており、宿

泊者数の回復も鈍化する可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 V-RESASは、2020年 6月に内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が、コロナ禍の地域経済への

影響を迅速かつ詳細に可視化するため、リリースしたオルタナティブデータのプラットフォーム。 

（注）他にも、女性グループ、男性グループ、男女グループの分類がある。 

（出所）V-RESAS における観光予報プラットフォーム推進協議会、ヤフー・データソリューションのデータをもとにニッ

セイ基礎研究所作成 
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図表 2：宿泊者属性ごとの宿泊者数と検索トレンドの推移（前年同期比、2020 年） 
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次に、V-RESAS における観光予報プラットフォーム推進協議会のデータをもとに、2019 年の宿泊者

数上位 10 都道府県4の宿泊者数を比較する（図表 3）。2020 年 10 月は、前年同月比で増加率が大きい順

に、神奈川県（+118%）＞静岡県（+90%）＞愛知（+65%）＞京都府（+35%）＞北海道（+27%）＞福

岡県（+14％）＞千葉県（+1%）＞大阪府（▲6%）＞東京都（▲18%）＞沖縄県（▲41%）、となった。

遅れて 10 月から東京発着の旅行が Go To トラベルの対象に加わった影響は大きく、特にその恩恵を享

受できるエリアにおいて、大きく回復したことが分かる。 

 

 

 

 

3――対面型サービスで感染再拡大の影響が顕在化し始めた消費動向 

 

まず、経済産業省が発表する METI POS 小売販売額指標をもとに、モノ消費の動向を「スーパー」「ド

ラッグストア」「コンビニ」「家電量販店」「ホームセンター」の主要テナント業態別に確認する（図表 4

左図）。生活必需品を取り扱う「スーパー」では、外食を控えた消費者が自宅で食事をとる機会が増えた

ため、コロナ禍においても売上が堅調に推移している。また、「ドラッグストア」は都心店舗におけるイ

ンバウンド需要の消失もあり、一時的に売上が前年同期比マイナスに転じる時期もあったが、概ね前年

から横ばいと、底堅く推移している。「コンビニ」は、在宅勤務の拡大により都心のオフィスエリアを中

心に売上が減少した後、8 月のお盆明け以降はオフィス回帰が徐々に進んだことから改善傾向を見せた

が、力強さに欠ける状況にある。「家電量販店」や「ホームセンター」は、巣ごもり消費の恩恵を受け、

売上が増加した。ただし、2020 年 9 月以降の前年比データは、2019 年 10 月の消費増税による駆け込み

需要とその反動減の影響があるため、大きく上下している。METI POS小売販売額指標の推移を見ると、

「家電量販店」と「ホームセンター」の特需は一巡したことがわかる（図表 4 右図）。 

 
4 宿泊旅行統計における 2019年の宿泊者数の上位 10都道府県 

（注）宿泊旅行統計をもとに 2019 年の宿泊者数上位 10 都道府県を比較 

（出所）V-RESAS における観光予報プラットフォーム推進協議会のデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 3：主要な都道府県における宿泊者数の推移（前年同月比、2020 年） 
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このように、モノ消費においては新型コロナ第 3 波の影響が依然として限定的である一方、コト消費

では影響が顕在化している（図表 5）。V-RESAS における Retty 株式会社の Food Data Platform をも

とに飲食店ページ閲覧数を見ると。コロナ禍で最も閲覧数が減少した 5 月第 1 週は、「すべての飲食店」

が前年同期比▲77%となった。業態別では、「ファミレス・ファーストフード」が同▲46%、「居酒屋・バ

ー」が同▲84%となった。閲覧数は緊急事態宣言が全国で解除された 5 月後半に底打ちし、6 月から 8 月

は「すべての飲食店」が概ね 2 割減～4 割減、「ファミレス・ファーストフード」が 1 割減～2 割減、「居

酒屋・バー」が 4 割～6 割減で推移した。10 月からは Go To Eat が開始されたこともあり回復傾向とな

った。しかし、新型コロナの感染再拡大に加え、11 月後半には同キャンペーンの予算 616 億円に到達し

たことで、予約サイトでのポイント付与が終了したため、11 月第 4 週には、「すべての飲食店」が前年

同期比▲24%、業態別では「ファミレス・ファーストフード」が同▲15%、「居酒屋・バー」が同▲37%、

と再び落ち込んでいる。2020 年 11 月の景気ウォッチャー調査（調査期間：11 月 25 日～30 日）では、

景気の現状判断 DI が 7 か月ぶりに悪化、先行き判断 DI も 4 か月ぶりに悪化し、特に飲食の景況感の悪

化度合いが大きかった。このところの感染拡大に伴う営業時間の短縮要請や Go to Eat の利用自粛など

の影響が強く表れた模様だ5。 

一方、V-RESAS におけるヤフー・データソリューションのデータをもとに、検索サイトにおける「イ

ベント」に関する検索トレンド（検索数）を確認すると、5 月第 3 週に前年同期比▲78%まで落ち込ん

だ後、11 月第 4 週に同▲18%に改善した。また、東宝によれば 10 月の映画興行収入は、前年同月比

+33.6％と、「鬼滅の刃」の大ヒットを受けて急回復している。このように、一部では明るいニュースも

見られるが、飲食店を筆頭に対面型サービスでは第 3 波の影響が顕在化している。 

 

 
5 山下大輔 （2020）「景気ウォッチャー調査（20年 11月）～感染拡大で、現状、先行きともに悪化。飲食の景況感悪化が顕著～」、

経済・金融フラッシュ、ニッセイ基礎研究所、2020年 12月 9日 

（注）4 週移動平均 

（出所）METI POS 小売販売額指標のデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 4：モノ消費に関する主要テナント業態の動向（2020 年） 

https://nliri.sharepoint.com/sites/top/SitePages/INFORMATION.aspxhttps:/www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66308?site=nli
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次に、NTT ドコモのモバイル空間統計をもとに、主要都市の都心商業エリアにおける流動人口を確認

する（図表 6）。緊急事態宣言のさなかにあったゴールデンウィーク明けの一週間は、前年同期比で減少

率が大きい順に、大阪（▲68.3%）＞東京（▲67.8%）＞福岡（▲63.1%）＞名古屋（▲62.4%）＞札幌

（▲56.3%）＞広島（▲46.3%）＞仙台（▲42.6%）となった。8 月のお盆明けから改善傾向が強まった

が、11 月の感染再拡大以降、再び流動人口は減少傾向を強め、12 月 9 日では、一週間の前年同期比で札

幌（▲31.9%）＞大阪（▲29.1%）＞東京（▲24.7%）＞福岡（▲18.7%）＞名古屋（▲18.6%）＞広島

（▲18.3%）＞仙台（▲14.3%）となった。特に、重症者向けの病床の逼迫感が強まっている大阪と北海

道の落ち込みが大きい。 

 

 

 

（注）4 週移動平均。飲食は飲食店ページ閲覧数、イベントは検索トレンド。 

（出所）V-RESAS における Retty 株式会社 Food Data Platform、ヤフー・データソリューションのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 5：コト消費に関する主要テナント業態の動向（前年同期比、2020 年） 

（注）前年同期比の 1 週間移動平均。東京は渋谷センター街、新宿駅、銀座、大阪は梅田、難波、名古屋は名古屋駅、栄駅、札幌は札幌駅、す

すきの駅、仙台は仙台駅西、青葉通一番町駅、広島は紙屋町、広島駅、福岡は天神、博多駅、の平均 

（出所）NTT ドコモのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 6：主要都市の都心商業エリアの流動人口の推移（前年同期比、2020 年） 
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最後に、V-RESAS におけるヤフー・データソリューションのデータをもとに、検索サイトにおける

「ネットショッピング」に関する検索トレンド（週ごとの検索数）を確認すると、緊急事態宣言下の 5

月第 2 週に前年同期比+50%まで上昇し、10 月第 1 週には同 0%まで低下したが、11 月第 4 週は同+8％

と再び上昇している（図表 7）。また、ヤマトホールディングスの宅配便個数を確認すると、2020 年 5

月に前年同月比+19.5%となった後、9 月は同+7.2%まで上昇率が低下したが、11 月には同+16.1%まで

上昇している（図表 8）。このように一旦は落ち着いた e コマース需要は、足元で再び拡大を見せている。 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）V-RESAS におけるヤフー・データソリューションのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 7：「ネットショッピング」の検索トレンドの推移（前年同期比、2020 年） 

（出所）ヤマトホールディングスのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 8：宅配便個数の推移（前年同月比、2020 年） 
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4――おわりに 

 

新型コロナウイルス感染の第 3 波が押し寄せるなか、「ヒトの流れ」が再び止まりだしている。NTTド

コモのモバイル空間統計をもとに、東京都の流動人口を「生活」、「商業」、「オフィス」、「トラベル」の

行動圏に分類して確認すると、11 月以降は再び全てのエリアで落ち込みを見せ、12 月 9 日時点では、

前年同期比で減少率が大きい順に、トラベルエリア（▲42.1％）＞オフィスエリア（▲31.7％）＞商業エ

リア（▲24.7％＞生活エリア（▲12.3％）となった（図表 9）。ヒトの流れは感染動向に翻弄される状況

がしばらく続き、不動産市場も左右されるだろう。そのため、今後も定期的にオルタナティブデータを

活用してモニタリングしていくことが重要であろう。 

 

 

（注）前年同期比の 1 週間移動平均。生活エリアは立川駅、商業エリアは渋谷センター街、新宿駅、銀座、オフィスエリアは霞が関、東京駅南、

東京駅、大手町、品川駅、丸の内、トラベルエリアは羽田空港 第 1 ターミナル、羽田空港 第 2 ターミナル、の平均 

（出所）NTT ドコモのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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図表 9：東京都の行動圏別の流動人口の推移（前年同期比、2020 年） 
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